
マーケットや顧客の変化が加速し不確実性の増すビジネス環境の中で、本邦
金融機関では変化に追随・先手を打つための様々な取組みに着手している。

一方で、マーケット・商品・顧客といった第一線との接点機能の改革深度に
比して、財務・経理、リスク管理、コンプライアンスといった管理機能の改
革は大きく遅れていると言えるであろう。変化に対応し成長を成し遂げる枠
組み構築と実務への落とし込みを司る管理機能を、次世代の姿に変革する
には、「第一線との協業の実現」「テクノロジーの徹底活用」が要諦と考
える。

進展する全社・全行の構造改革の中で、2020年が第一線と対をなして管理
機能の生まれ変わりも加速する改革元年となることを期待したい。山本　晋五

1992年入社
金融サービス本部
ファイナンス＆リスクサービス統括
マネジング・ディレクター
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イノベーションとは「桁」を超え
ること

多くの企業が重要アジェンダに掲げる
「イノベーション(革新)」とは一体何
か。アクセンチュア金融サービス本部で
は、イノベーションとは「桁」を超える
ことと定義している。イノベーション企
業の代表GAFA（Google・Amazon・
Facebook・Appleの頭文字）を例にす
れば、実際に彼らはこの10年間、桁違い
の変革を実現してきている。Googleの
検索数は27 倍の2 兆件（2006-2016

年）、Amazonの売上は12倍の2330億
ドル（2008-2018年）、Facebookの
ユーザー数は23倍の23億人（2008-

2018年）、AppleのiTunesストアアプリ
数は140倍の326万種類（2008-2018

年）といった事実こそ、彼らをイノベー
ション企業と呼ぶにふさわしい所以と言
えよう。

期待されるイノベーション企業

次に、違った角度からGAFAを検証す
る。2018年時点で、GAFA4社はいずれ
も、グローバルで時価総額の高い上位10

社にランクインしている。着目すべきは
彼らの時価総額とその根拠の1つともい
える純利益の関係である。PER（Price 

Earning Ratio＝時価総額÷純利益）を比
較すると、国内大手金融機関が概ね10程
度であるのに対し、GAFAの中には100

を超える企業も存在する【図1 -（1）】。す
なわち、GAFAは実際の財務的成果の大
きさ以上の時価総額（投資家からの期
待）を手にしていると理解できる。財務
的成果相当の評価とも言える国内大手金
融機関との比較は非常に興味深い【図1 -

（2）】。

では、なぜGAFAは期待されるのか。答
えは、彼らが顧客の課題を解決し、社会
を変えうる存在だから、である。彼らの
ビジョンに目をやれば、全て「世界」を
変えることを意識している。それぞれが

掲げるその北極星こそが、彼らが唯一無
二の存在であり続ける原動力であり、投資
家から期待される源泉と言えよう【図2】。

顧客課題の解決が意味するところ

伝統的な企業の多くが、自社課題を解決
するために企業活動を実施する。いかに
既存市場で競争優位であるかという、
「シェアの奪い合い」が活動の中心であ
る。他方、顧客が求めていることは何か
考え、それに応える価値の創造を行うア
プローチでは、企業は新市場を創造し
て、従来市場から顧客をシフトする「市
場破壊・創造」に活路を見出す。リンゴ
が売れていれば、より美味しいリンゴを
探して売る、より安くリンゴを調達する…

といった考え方が従来的企業経営だとす
れば、顧客はなぜリンゴを欲しいのか、
甘いものが食べたいのではないか、口寂
し い の で は な い か … と 考 え 、 キ ャ ン
ディーを開発することが顧客目線での経
営に近いと言えよう【図3】。

新しい市場を創造し、顧客にシフトを試
みる取組みは、当然、既存市場の制約を
受けにくい。多くの事例にて、「破壊的
創造（ディスラプション）」が、桁違い
の変革・イノベーションの必要条件とな
る理由がここにある。

国内金融機関にこそ求められる
こと

金融機関にお勤めの方には、GAFA事例
は、ややもすれば彼岸の話として聞こえ
るかもしれないが、国内の金融機関こそ
がGAFAに学び、顧客視点での企業経営
に取り組むべきである。市場は既に成熟
し、人口減少などの縮退が始まっている
地方も存在する。そうした中、従来のビ
ジネスを前提とした企業経営を継続する
ことは滅びを待つことに等しい。また、
コスト削減の取組みは、それが抜本的な
改革だとしても延命措置に過ぎない。本
質的な生き残りはGrowth（トップライ
ン拡大）なしに語ることはできない。成
熟市場での成長を実現するため必要なこ

と、それは、顧客が求めることに着目し
て新しい市場を創造するより他にない。
今こそ、事業モデルをピボット（転換）
するタイミングにある。

デザイン＝顧客課題を解決する
こと

多くの企業で、デザイン・アプローチと
呼ばれる取組みが開始されている。デザ
インと言えば、形状・模様・色彩などの
意匠を想像されるかもしれない。また、
デザイン・アプローチと聞いて、カジュ
アルな服装で集まり、会議室の壁に付箋
を貼るワークショップをして、商品・
サービスのイメージをイラストで表現す
る取組みを思い浮かべる方もいることだ
ろう。こうした理解は共に、部分的な解
釈としては正しいが、もう少し全体感を
持った解釈が望ましい。我々は、デザイ
ンとは顧客の課題を解決すること、デザ
イン・アプローチとは、顧客の課題に着
目することを企業活動の起点とするこ
と、と定義する。成熟市場における閉塞

感を打破するため、今こそデザイン・ア
プローチが国内金融機関には求められる。

デザイン・アプローチの要諦

顧客の課題や求めることを起点とするデ
ザイン・アプローチが、よりいっそう求
められる背景としてもう1つ忘れるべき
でないこととして、時代の流れがこれま
でと比べて圧倒的に速くなっていること
だ。技術の進展、複雑化する競争、規制
の緩和・強化など、昨日と今日、そして
明日は全く異なる様相を呈する。以前で
あれば、入念な計画に基づく失敗しない
取組みが奨励された。なぜならば、業界
は一朝一夕に変化せず、一度作った仕組
みで、その後、しばらくはビジネスが成
立したからだ。資金力のあるトッププレ
イヤーは他社追随モデルでも十分にやっ
ていけた。我々コンサルタントには、
「他社にて成功事例はないか」という問
いが投げかけられた。一方、時流変化が
激しい昨今では、計画している間に顧客
が求めることは変わってしまう。なら

ば、不完全なものでもクイックに世に届
け、誰より早く顧客のフィードバックを
得ることで顧客の求めることを知ること
が、最も重要な行動原理となるはずであ
り、デザイン・アプローチには、アジリ
ティ（敏捷性）が不可欠となる【図4】。

デザイン・アプローチの壁

多くの企業が開始しているデザイン・ア
プローチだが、実のところうまく活用で
きていないケースは少なくはない。その
大半は、過度に顧客目線に傾注すること
が原因だ。確かに、顧客から見て価値あ
る商品・サービスの提供ができない企業
は淘汰されるだろう。加えて、企業目線
で課題を解決しない取組みや財務面のビ
ジネスケースが成り立たない活動も、ま
た持続可能でない。特に、日本の金融機
関の多くは、もはやGAFAのような創業
者経営にない。すなわち、財務的意義を
見つけにくい取組みには必ず収束に向け
た圧力が働くに違いない。顧客目線の

サービスデザインと、企業の目線でのビ
ジネスモデルデザイン双方があってこ
そ、企業における血流は循環する。顧客
体験という名の「印籠」に過度に忖度し
た取組みは必ずや消滅する。成功するか
どうかが誰にも分からない新たな市場へ
の挑戦に対し、いかにビジネスケースを
予測するのか。それこそアジャイル・プ
ログラムにて小さく検証する以上の手法
は見当たらない。

デザイン・アプローチのピボット
（転換）

これまで企業経営は市場を客観的に評価
する、ロジカルな三人称の視点（事業性
視点）に依る部分が多かった。そこに、
二人称の視点（顧客視点）を導入したの
がデザイン・アプローチに相当する。デ
ザイン・シンキングにより、ロジカルシ
ンキングが置き換えられるのではない。
利益追求すべき企業である限り、両者は
共存すべきであるこうした過度な二人称

視点をバランスすべく別の視点を持ち込
むことも直近では重要視され始めてい
る。経営者としての一人称視点に改めて
立ち返ることである。顧客が望むこと、
全てを叶えるべきであろうか。企業とし
ての存在意義に資さない活動はやはり実
行に移すべきはでない。デザインが顧客
課題の解決なら、こちらは想いをぶつけ
るアートなのかもしれない。

翻って、GAFAのビジョンを再度見てみ
ると、顧客の課題を解決することを目指
しているように見えて、その実、創業者
の熱い情熱の迸りにも見える。これから
のデザイン・アプローチは、「ロジッ
ク」「デザイン」「アート」全てを包括
するより大きな概念として捉えるべきで
ある【図5】。

デザイン・アプローチもまた、ピボット
（転換）の機にある。

～創造的破壊の波の全社展開

管理機能改革元年

管理機能変革は周回遅れ

昨今、「Disruption」という言葉を聞く
ことが少なくなった。「Disruption（創
造的破壊）― 変化する経済活動に呼応
して金融機能がテクノロジーや異業種参
入によって、これまでと異なる機能範囲
やサービス提供形態に生まれ変わるこ
と」。これらの金融機能の変化は複数実
現しており、「Disruption」による変化
はもはや所与のもの、というのが金融プ
レーヤーの共通理解ではないだろうか。
多極化するグローバル経済、データビジ
ネス、キャッシュレス進展などに応じた
金融機能の変化は常態として認識された
と考える。

個々金融機関においても、これらの変化
に合わせて、さらに先行すべく様々な取
組みを開始している。一方、変化する金
融機関を支える管理機能（財務・リスク
管理・コンプライアンス等）は、マー

ケット・商品・顧客といった第一線との
接点機能の変化の大きさおよび速度と比
して、周回遅れあるいは手つかずの状況
と言えるだろう。

約5年前にロボティクスを活用した自動
化が脚光を浴び始めた際に、「10-20年
後に無くなる」職業・業務機能の上位
に、会計士・税理士や財務・経理機能が
挙がっていた。その後、金融機関におい
ても効率化の取組みは開始されている
が、これら管理機能で大幅な変化を達成
した金融機関はごく少数であり、多くの
金融機関が検討に着手したばかりの状況
であろう。

不確実なビジネス環境に対応できる経営
判断のスピードや現場の即応力の構築な
ど、変化への対応力を全社・全行横断で
実現するには、その枠組み構築および実
務への落し込みを司る管理機能の生まれ
変わり・再構築は不可欠である。

管理機能変革の要諦

マーケット・商品・顧客との直接接点の
乏しいこれら管理機能において、再構築
を進めるには、①第一線との協業の実
現、および、②テクノロジーの徹底活
用、が要諦と考える。

①  第一線との協業の実現

これからの管理機能には、これまでの組
織に閉じた役割から、全社・全行の方向
づけに関与することが求められる。ま
た、規制・法令に基づくルールを決めて
発信する一方通行のコミュニケ―ション
から、マーケット・商品・顧客と対面し
ている実業部門との協働や吸い上げ・還
元といった双方向の働きかけも重要な役
割となる。

弊社は2018年に11%の日本企業を含むグ
ローバル741社へのCFO・財務担当役員
へのアンケート調査を実施した（図表1）。

本調査によると、将来の財務・経理機能
の役割として、より広範なビジネス領域
での価値創出に時間を使うことや、全社
の新業務モデルの規範となるべき、との
考えを持つCFOが多数いることが伺える。

新たな役割への移行を達成するにあた
り、管理機能に従事する人材も変化が求
められる。同調査でも財務・経理機能へ
の期待として表れているとおり、これま
での定型業務は極小化し、広く全社と
マーケット・顧客接点機能との協働・働
きかけへの移行が企図されている。内外
報告資料作成やルール点検業務などの定
型作業を省力化し、計画策定・分析、あ
るいは他部署との協働・支援業務への注
力の移行である。

財務・会計、リスク管理、コンプライア
ンスといった管理機能に携わる人材は、
現在も全社を俯瞰する視点、データを扱
い客観的事実に基づく判断を促す思考を

備えている。すなわち、人材不足と言わ
れているデータ分析リソースの源泉とも
言えるのではないか。

変化の激しい経営環境において、全社俯
瞰・データに基づく客観的な判断の強み
を活かし、これまでの部門に閉じた役割
から、第一線との協業を果たす役割に変
化する。今後の管理機能への期待は高い。

② テクノロジーの徹底活用

テクノロジーの活用も新たな管理機能へ
の再構築には不可欠の要素と言える。

ロボティクス、AI、アナリティクス、ク
ラウドといった新たなテクノロジーの採
用は、第一線機能にとどまらず管理機能
も対象として開始されているが、当該管
理機能では、大きな成果を達成する、こ
れまでと違った姿になることはこれから
のステージにある。一方で、海外では、

テクノロジーを活用し大きな成果をあげ
ている金融機関も既にある。ある先進事
例を紹介する。

～グローバル金融機関の先進事例

弊社はオーストラリアの金融機関にて、
コンプライアンス機能の改革を支援して
いる。同国では過去の不祥事（金利・手
数料の過剰徴収、不正融資、金利の不正
操作、AML対応不備等）より、金融監督
当局からコンプライアンスリスク・顧客
保護の徹底が指導されてきた。そして、
経済環境見通しの不透明さや収益環境の
悪化からこれら強化策を最適コストにて
実施する必要があった。

この支援において、弊社は支店・コール
センター等、顧客接点の第一線で起こっ
ていることを全て一元データ化し、アナ
リティスク・機械学習といったテクノロ
ジーを活用することで、業務効率化のみ

ならず業務高度化、業務の定期的な見直
しを達成すべく、プロジェクトを推進し
ている（図表2）。

第一段階では、規制違反およびその発生
が懸念されるインシデント、顧客からの
意見や苦情に加えて、第一線での各種手
続きやプロセスをデータ化し、過去およ
び現在発生しているそれらの事案を全行
ベースで可視化するとともに、チェッ
ク・コントロールの不十分な箇所は強
化、コントロールが過度と判断されると
ころは軽量化することに取り組んでき
た。過去の当局指摘等から積み上げてき
たコントロールのうち、約3割を重複や
時限超過とし合理化対象とした。

第二段階では、これら状況可視化データ
に加え、顧客情報、取引履歴、業務担当
者情報を組み合わせた機械学習を通じて

今後起こりうるリスクを予測する取組み
に着手している。また、これら一元デー
タを活用し、コンプライアンス等のリス
クを低減・予防する「守り」のみなら
ず、コンプライアンスリスクを含めた多
面的な観点から貸出等を推奨できる顧客
を見出す「攻め」への活用にも着手した。

金融ビジネス変化において、テクノロ
ジーの活用は不可欠な要素であり、管理
機能においても将来の姿を見据えた徹底
活用に取り組む時期にきている。

おわりに

財務・経理、リスク管理、コンプライア
ンスといった管理機能は、マーケットや
顧客からの接点が少ないことから変化意
識の波及が遅く、大きな変革にはこれか
らのステージにある。

マーケット・商品・顧客接点のみならず
管理機能の構造を変えることも、不確実
性の増す金融業界で成長を成し遂げるに
は不可欠の要素と考える。

2020年が、管理機能も含めた全社・全
行の構造改革を加速し変化する金融業界
での成長を確たるものにする、管理機能
改革元年となることを期待したい。
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ビジョンに目をやれば、全て「世界」を
変えることを意識している。それぞれが

掲げるその北極星こそが、彼らが唯一無
二の存在であり続ける原動力であり、投資
家から期待される源泉と言えよう【図2】。

顧客課題の解決が意味するところ

伝統的な企業の多くが、自社課題を解決
するために企業活動を実施する。いかに
既存市場で競争優位であるかという、
「シェアの奪い合い」が活動の中心であ
る。他方、顧客が求めていることは何か
考え、それに応える価値の創造を行うア
プローチでは、企業は新市場を創造し
て、従来市場から顧客をシフトする「市
場破壊・創造」に活路を見出す。リンゴ
が売れていれば、より美味しいリンゴを
探して売る、より安くリンゴを調達する…

といった考え方が従来的企業経営だとす
れば、顧客はなぜリンゴを欲しいのか、
甘いものが食べたいのではないか、口寂
し い の で は な い か … と 考 え 、 キ ャ ン
ディーを開発することが顧客目線での経
営に近いと言えよう【図3】。

新しい市場を創造し、顧客にシフトを試
みる取組みは、当然、既存市場の制約を
受けにくい。多くの事例にて、「破壊的
創造（ディスラプション）」が、桁違い
の変革・イノベーションの必要条件とな
る理由がここにある。

国内金融機関にこそ求められる
こと

金融機関にお勤めの方には、GAFA事例
は、ややもすれば彼岸の話として聞こえ
るかもしれないが、国内の金融機関こそ
がGAFAに学び、顧客視点での企業経営
に取り組むべきである。市場は既に成熟
し、人口減少などの縮退が始まっている
地方も存在する。そうした中、従来のビ
ジネスを前提とした企業経営を継続する
ことは滅びを待つことに等しい。また、
コスト削減の取組みは、それが抜本的な
改革だとしても延命措置に過ぎない。本
質的な生き残りはGrowth（トップライ
ン拡大）なしに語ることはできない。成
熟市場での成長を実現するため必要なこ

と、それは、顧客が求めることに着目し
て新しい市場を創造するより他にない。
今こそ、事業モデルをピボット（転換）
するタイミングにある。

デザイン＝顧客課題を解決する
こと

多くの企業で、デザイン・アプローチと
呼ばれる取組みが開始されている。デザ
インと言えば、形状・模様・色彩などの
意匠を想像されるかもしれない。また、
デザイン・アプローチと聞いて、カジュ
アルな服装で集まり、会議室の壁に付箋
を貼るワークショップをして、商品・
サービスのイメージをイラストで表現す
る取組みを思い浮かべる方もいることだ
ろう。こうした理解は共に、部分的な解
釈としては正しいが、もう少し全体感を
持った解釈が望ましい。我々は、デザイ
ンとは顧客の課題を解決すること、デザ
イン・アプローチとは、顧客の課題に着
目することを企業活動の起点とするこ
と、と定義する。成熟市場における閉塞

感を打破するため、今こそデザイン・ア
プローチが国内金融機関には求められる。

デザイン・アプローチの要諦

顧客の課題や求めることを起点とするデ
ザイン・アプローチが、よりいっそう求
められる背景としてもう1つ忘れるべき
でないこととして、時代の流れがこれま
でと比べて圧倒的に速くなっていること
だ。技術の進展、複雑化する競争、規制
の緩和・強化など、昨日と今日、そして
明日は全く異なる様相を呈する。以前で
あれば、入念な計画に基づく失敗しない
取組みが奨励された。なぜならば、業界
は一朝一夕に変化せず、一度作った仕組
みで、その後、しばらくはビジネスが成
立したからだ。資金力のあるトッププレ
イヤーは他社追随モデルでも十分にやっ
ていけた。我々コンサルタントには、
「他社にて成功事例はないか」という問
いが投げかけられた。一方、時流変化が
激しい昨今では、計画している間に顧客
が求めることは変わってしまう。なら

ば、不完全なものでもクイックに世に届
け、誰より早く顧客のフィードバックを
得ることで顧客の求めることを知ること
が、最も重要な行動原理となるはずであ
り、デザイン・アプローチには、アジリ
ティ（敏捷性）が不可欠となる【図4】。

デザイン・アプローチの壁

多くの企業が開始しているデザイン・ア
プローチだが、実のところうまく活用で
きていないケースは少なくはない。その
大半は、過度に顧客目線に傾注すること
が原因だ。確かに、顧客から見て価値あ
る商品・サービスの提供ができない企業
は淘汰されるだろう。加えて、企業目線
で課題を解決しない取組みや財務面のビ
ジネスケースが成り立たない活動も、ま
た持続可能でない。特に、日本の金融機
関の多くは、もはやGAFAのような創業
者経営にない。すなわち、財務的意義を
見つけにくい取組みには必ず収束に向け
た圧力が働くに違いない。顧客目線の

サービスデザインと、企業の目線でのビ
ジネスモデルデザイン双方があってこ
そ、企業における血流は循環する。顧客
体験という名の「印籠」に過度に忖度し
た取組みは必ずや消滅する。成功するか
どうかが誰にも分からない新たな市場へ
の挑戦に対し、いかにビジネスケースを
予測するのか。それこそアジャイル・プ
ログラムにて小さく検証する以上の手法
は見当たらない。

デザイン・アプローチのピボット
（転換）

これまで企業経営は市場を客観的に評価
する、ロジカルな三人称の視点（事業性
視点）に依る部分が多かった。そこに、
二人称の視点（顧客視点）を導入したの
がデザイン・アプローチに相当する。デ
ザイン・シンキングにより、ロジカルシ
ンキングが置き換えられるのではない。
利益追求すべき企業である限り、両者は
共存すべきであるこうした過度な二人称

視点をバランスすべく別の視点を持ち込
むことも直近では重要視され始めてい
る。経営者としての一人称視点に改めて
立ち返ることである。顧客が望むこと、
全てを叶えるべきであろうか。企業とし
ての存在意義に資さない活動はやはり実
行に移すべきはでない。デザインが顧客
課題の解決なら、こちらは想いをぶつけ
るアートなのかもしれない。

翻って、GAFAのビジョンを再度見てみ
ると、顧客の課題を解決することを目指
しているように見えて、その実、創業者
の熱い情熱の迸りにも見える。これから
のデザイン・アプローチは、「ロジッ
ク」「デザイン」「アート」全てを包括
するより大きな概念として捉えるべきで
ある【図5】。

デザイン・アプローチもまた、ピボット
（転換）の機にある。
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図表1  アクセンチュアグローバルCFO調査結果

管理機能変革は周回遅れ

昨今、「Disruption」という言葉を聞く
ことが少なくなった。「Disruption（創
造的破壊）― 変化する経済活動に呼応
して金融機能がテクノロジーや異業種参
入によって、これまでと異なる機能範囲
やサービス提供形態に生まれ変わるこ
と」。これらの金融機能の変化は複数実
現しており、「Disruption」による変化
はもはや所与のもの、というのが金融プ
レーヤーの共通理解ではないだろうか。
多極化するグローバル経済、データビジ
ネス、キャッシュレス進展などに応じた
金融機能の変化は常態として認識された
と考える。

個々金融機関においても、これらの変化
に合わせて、さらに先行すべく様々な取
組みを開始している。一方、変化する金
融機関を支える管理機能（財務・リスク
管理・コンプライアンス等）は、マー

ケット・商品・顧客といった第一線との
接点機能の変化の大きさおよび速度と比
して、周回遅れあるいは手つかずの状況
と言えるだろう。

約5年前にロボティクスを活用した自動
化が脚光を浴び始めた際に、「10-20年
後に無くなる」職業・業務機能の上位
に、会計士・税理士や財務・経理機能が
挙がっていた。その後、金融機関におい
ても効率化の取組みは開始されている
が、これら管理機能で大幅な変化を達成
した金融機関はごく少数であり、多くの
金融機関が検討に着手したばかりの状況
であろう。

不確実なビジネス環境に対応できる経営
判断のスピードや現場の即応力の構築な
ど、変化への対応力を全社・全行横断で
実現するには、その枠組み構築および実
務への落し込みを司る管理機能の生まれ
変わり・再構築は不可欠である。

管理機能変革の要諦

マーケット・商品・顧客との直接接点の
乏しいこれら管理機能において、再構築
を進めるには、①第一線との協業の実
現、および、②テクノロジーの徹底活
用、が要諦と考える。

①  第一線との協業の実現

これからの管理機能には、これまでの組
織に閉じた役割から、全社・全行の方向
づけに関与することが求められる。ま
た、規制・法令に基づくルールを決めて
発信する一方通行のコミュニケ―ション
から、マーケット・商品・顧客と対面し
ている実業部門との協働や吸い上げ・還
元といった双方向の働きかけも重要な役
割となる。

弊社は2018年に11%の日本企業を含むグ
ローバル741社へのCFO・財務担当役員
へのアンケート調査を実施した（図表1）。

本調査によると、将来の財務・経理機能
の役割として、より広範なビジネス領域
での価値創出に時間を使うことや、全社
の新業務モデルの規範となるべき、との
考えを持つCFOが多数いることが伺える。

新たな役割への移行を達成するにあた
り、管理機能に従事する人材も変化が求
められる。同調査でも財務・経理機能へ
の期待として表れているとおり、これま
での定型業務は極小化し、広く全社と
マーケット・顧客接点機能との協働・働
きかけへの移行が企図されている。内外
報告資料作成やルール点検業務などの定
型作業を省力化し、計画策定・分析、あ
るいは他部署との協働・支援業務への注
力の移行である。

財務・会計、リスク管理、コンプライア
ンスといった管理機能に携わる人材は、
現在も全社を俯瞰する視点、データを扱
い客観的事実に基づく判断を促す思考を

備えている。すなわち、人材不足と言わ
れているデータ分析リソースの源泉とも
言えるのではないか。

変化の激しい経営環境において、全社俯
瞰・データに基づく客観的な判断の強み
を活かし、これまでの部門に閉じた役割
から、第一線との協業を果たす役割に変
化する。今後の管理機能への期待は高い。

② テクノロジーの徹底活用

テクノロジーの活用も新たな管理機能へ
の再構築には不可欠の要素と言える。

ロボティクス、AI、アナリティクス、ク
ラウドといった新たなテクノロジーの採
用は、第一線機能にとどまらず管理機能
も対象として開始されているが、当該管
理機能では、大きな成果を達成する、こ
れまでと違った姿になることはこれから
のステージにある。一方で、海外では、

テクノロジーを活用し大きな成果をあげ
ている金融機関も既にある。ある先進事
例を紹介する。

～グローバル金融機関の先進事例

弊社はオーストラリアの金融機関にて、
コンプライアンス機能の改革を支援して
いる。同国では過去の不祥事（金利・手
数料の過剰徴収、不正融資、金利の不正
操作、AML対応不備等）より、金融監督
当局からコンプライアンスリスク・顧客
保護の徹底が指導されてきた。そして、
経済環境見通しの不透明さや収益環境の
悪化からこれら強化策を最適コストにて
実施する必要があった。

この支援において、弊社は支店・コール
センター等、顧客接点の第一線で起こっ
ていることを全て一元データ化し、アナ
リティスク・機械学習といったテクノロ
ジーを活用することで、業務効率化のみ

ならず業務高度化、業務の定期的な見直
しを達成すべく、プロジェクトを推進し
ている（図表2）。

第一段階では、規制違反およびその発生
が懸念されるインシデント、顧客からの
意見や苦情に加えて、第一線での各種手
続きやプロセスをデータ化し、過去およ
び現在発生しているそれらの事案を全行
ベースで可視化するとともに、チェッ
ク・コントロールの不十分な箇所は強
化、コントロールが過度と判断されると
ころは軽量化することに取り組んでき
た。過去の当局指摘等から積み上げてき
たコントロールのうち、約3割を重複や
時限超過とし合理化対象とした。

第二段階では、これら状況可視化データ
に加え、顧客情報、取引履歴、業務担当
者情報を組み合わせた機械学習を通じて

今後起こりうるリスクを予測する取組み
に着手している。また、これら一元デー
タを活用し、コンプライアンス等のリス
クを低減・予防する「守り」のみなら
ず、コンプライアンスリスクを含めた多
面的な観点から貸出等を推奨できる顧客
を見出す「攻め」への活用にも着手した。

金融ビジネス変化において、テクノロ
ジーの活用は不可欠な要素であり、管理
機能においても将来の姿を見据えた徹底
活用に取り組む時期にきている。

おわりに

財務・経理、リスク管理、コンプライア
ンスといった管理機能は、マーケットや
顧客からの接点が少ないことから変化意
識の波及が遅く、大きな変革にはこれか
らのステージにある。

マーケット・商品・顧客接点のみならず
管理機能の構造を変えることも、不確実
性の増す金融業界で成長を成し遂げるに
は不可欠の要素と考える。

2020年が、管理機能も含めた全社・全
行の構造改革を加速し変化する金融業界
での成長を確たるものにする、管理機能
改革元年となることを期待したい。

出典 : 2018年アクセンチュアグローバル調査（The CFO Reimagined）�
            グローバル741社（11%の日本企業含む）CFO・財務担当役員へのアンケート調査

より広範囲なビジネス範囲における価値創
出に多くの時間を使うようになる 

92%

デジタル技術が報告業務の自動化を進め、
伝統的な財務・経理の役割は無くなる

78%

CFOがリードする未来の財務・経理機能は
ビジネス全体の新業務モデルの規範となる

77%

これまの人材像は早急かつ大幅に変える必
要がある。今後必要となる能力はまったく
新しいものとなる

70%

データに基づき主導する力（Story Telling）
が今後求められる能力の根幹をなす

80%

これまでの自部門の殻をやぶって、他部
門・他機能のリーダのガイド役となること
ができる、またそうすべきである

67%

財務・経理機能は全社すべてのファイナン
ス業務を巻き取り・改革することでその他
部門の余力創出を助ける

66%

将来の財務・経理人材像未来の財務・経理機能
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イノベーションとは「桁」を超え
ること

多くの企業が重要アジェンダに掲げる
「イノベーション(革新)」とは一体何
か。アクセンチュア金融サービス本部で
は、イノベーションとは「桁」を超える
ことと定義している。イノベーション企
業の代表GAFA（Google・Amazon・
Facebook・Appleの頭文字）を例にす
れば、実際に彼らはこの10年間、桁違い
の変革を実現してきている。Googleの
検索数は27 倍の2 兆件（2006-2016

年）、Amazonの売上は12倍の2330億
ドル（2008-2018年）、Facebookの
ユーザー数は23倍の23億人（2008-

2018年）、AppleのiTunesストアアプリ
数は140倍の326万種類（2008-2018

年）といった事実こそ、彼らをイノベー
ション企業と呼ぶにふさわしい所以と言
えよう。

期待されるイノベーション企業

次に、違った角度からGAFAを検証す
る。2018年時点で、GAFA4社はいずれ
も、グローバルで時価総額の高い上位10

社にランクインしている。着目すべきは
彼らの時価総額とその根拠の1つともい
える純利益の関係である。PER（Price 

Earning Ratio＝時価総額÷純利益）を比
較すると、国内大手金融機関が概ね10程
度であるのに対し、GAFAの中には100

を超える企業も存在する【図1 -（1）】。す
なわち、GAFAは実際の財務的成果の大
きさ以上の時価総額（投資家からの期
待）を手にしていると理解できる。財務
的成果相当の評価とも言える国内大手金
融機関との比較は非常に興味深い【図1 -

（2）】。

では、なぜGAFAは期待されるのか。答
えは、彼らが顧客の課題を解決し、社会
を変えうる存在だから、である。彼らの
ビジョンに目をやれば、全て「世界」を
変えることを意識している。それぞれが

掲げるその北極星こそが、彼らが唯一無
二の存在であり続ける原動力であり、投資
家から期待される源泉と言えよう【図2】。

顧客課題の解決が意味するところ

伝統的な企業の多くが、自社課題を解決
するために企業活動を実施する。いかに
既存市場で競争優位であるかという、
「シェアの奪い合い」が活動の中心であ
る。他方、顧客が求めていることは何か
考え、それに応える価値の創造を行うア
プローチでは、企業は新市場を創造し
て、従来市場から顧客をシフトする「市
場破壊・創造」に活路を見出す。リンゴ
が売れていれば、より美味しいリンゴを
探して売る、より安くリンゴを調達する…

といった考え方が従来的企業経営だとす
れば、顧客はなぜリンゴを欲しいのか、
甘いものが食べたいのではないか、口寂
し い の で は な い か … と 考 え 、 キ ャ ン
ディーを開発することが顧客目線での経
営に近いと言えよう【図3】。

新しい市場を創造し、顧客にシフトを試
みる取組みは、当然、既存市場の制約を
受けにくい。多くの事例にて、「破壊的
創造（ディスラプション）」が、桁違い
の変革・イノベーションの必要条件とな
る理由がここにある。

国内金融機関にこそ求められる
こと

金融機関にお勤めの方には、GAFA事例
は、ややもすれば彼岸の話として聞こえ
るかもしれないが、国内の金融機関こそ
がGAFAに学び、顧客視点での企業経営
に取り組むべきである。市場は既に成熟
し、人口減少などの縮退が始まっている
地方も存在する。そうした中、従来のビ
ジネスを前提とした企業経営を継続する
ことは滅びを待つことに等しい。また、
コスト削減の取組みは、それが抜本的な
改革だとしても延命措置に過ぎない。本
質的な生き残りはGrowth（トップライ
ン拡大）なしに語ることはできない。成
熟市場での成長を実現するため必要なこ

と、それは、顧客が求めることに着目し
て新しい市場を創造するより他にない。
今こそ、事業モデルをピボット（転換）
するタイミングにある。

デザイン＝顧客課題を解決する
こと

多くの企業で、デザイン・アプローチと
呼ばれる取組みが開始されている。デザ
インと言えば、形状・模様・色彩などの
意匠を想像されるかもしれない。また、
デザイン・アプローチと聞いて、カジュ
アルな服装で集まり、会議室の壁に付箋
を貼るワークショップをして、商品・
サービスのイメージをイラストで表現す
る取組みを思い浮かべる方もいることだ
ろう。こうした理解は共に、部分的な解
釈としては正しいが、もう少し全体感を
持った解釈が望ましい。我々は、デザイ
ンとは顧客の課題を解決すること、デザ
イン・アプローチとは、顧客の課題に着
目することを企業活動の起点とするこ
と、と定義する。成熟市場における閉塞

感を打破するため、今こそデザイン・ア
プローチが国内金融機関には求められる。

デザイン・アプローチの要諦

顧客の課題や求めることを起点とするデ
ザイン・アプローチが、よりいっそう求
められる背景としてもう1つ忘れるべき
でないこととして、時代の流れがこれま
でと比べて圧倒的に速くなっていること
だ。技術の進展、複雑化する競争、規制
の緩和・強化など、昨日と今日、そして
明日は全く異なる様相を呈する。以前で
あれば、入念な計画に基づく失敗しない
取組みが奨励された。なぜならば、業界
は一朝一夕に変化せず、一度作った仕組
みで、その後、しばらくはビジネスが成
立したからだ。資金力のあるトッププレ
イヤーは他社追随モデルでも十分にやっ
ていけた。我々コンサルタントには、
「他社にて成功事例はないか」という問
いが投げかけられた。一方、時流変化が
激しい昨今では、計画している間に顧客
が求めることは変わってしまう。なら

ば、不完全なものでもクイックに世に届
け、誰より早く顧客のフィードバックを
得ることで顧客の求めることを知ること
が、最も重要な行動原理となるはずであ
り、デザイン・アプローチには、アジリ
ティ（敏捷性）が不可欠となる【図4】。

デザイン・アプローチの壁

多くの企業が開始しているデザイン・ア
プローチだが、実のところうまく活用で
きていないケースは少なくはない。その
大半は、過度に顧客目線に傾注すること
が原因だ。確かに、顧客から見て価値あ
る商品・サービスの提供ができない企業
は淘汰されるだろう。加えて、企業目線
で課題を解決しない取組みや財務面のビ
ジネスケースが成り立たない活動も、ま
た持続可能でない。特に、日本の金融機
関の多くは、もはやGAFAのような創業
者経営にない。すなわち、財務的意義を
見つけにくい取組みには必ず収束に向け
た圧力が働くに違いない。顧客目線の

サービスデザインと、企業の目線でのビ
ジネスモデルデザイン双方があってこ
そ、企業における血流は循環する。顧客
体験という名の「印籠」に過度に忖度し
た取組みは必ずや消滅する。成功するか
どうかが誰にも分からない新たな市場へ
の挑戦に対し、いかにビジネスケースを
予測するのか。それこそアジャイル・プ
ログラムにて小さく検証する以上の手法
は見当たらない。

デザイン・アプローチのピボット
（転換）

これまで企業経営は市場を客観的に評価
する、ロジカルな三人称の視点（事業性
視点）に依る部分が多かった。そこに、
二人称の視点（顧客視点）を導入したの
がデザイン・アプローチに相当する。デ
ザイン・シンキングにより、ロジカルシ
ンキングが置き換えられるのではない。
利益追求すべき企業である限り、両者は
共存すべきであるこうした過度な二人称

視点をバランスすべく別の視点を持ち込
むことも直近では重要視され始めてい
る。経営者としての一人称視点に改めて
立ち返ることである。顧客が望むこと、
全てを叶えるべきであろうか。企業とし
ての存在意義に資さない活動はやはり実
行に移すべきはでない。デザインが顧客
課題の解決なら、こちらは想いをぶつけ
るアートなのかもしれない。

翻って、GAFAのビジョンを再度見てみ
ると、顧客の課題を解決することを目指
しているように見えて、その実、創業者
の熱い情熱の迸りにも見える。これから
のデザイン・アプローチは、「ロジッ
ク」「デザイン」「アート」全てを包括
するより大きな概念として捉えるべきで
ある【図5】。

デザイン・アプローチもまた、ピボット
（転換）の機にある。

2020 Accenture All rights reserved. ©

図表2  コンプライアンスを科学する（オーストラリアの金融機関の事例）

管理機能変革は周回遅れ

昨今、「Disruption」という言葉を聞く
ことが少なくなった。「Disruption（創
造的破壊）― 変化する経済活動に呼応
して金融機能がテクノロジーや異業種参
入によって、これまでと異なる機能範囲
やサービス提供形態に生まれ変わるこ
と」。これらの金融機能の変化は複数実
現しており、「Disruption」による変化
はもはや所与のもの、というのが金融プ
レーヤーの共通理解ではないだろうか。
多極化するグローバル経済、データビジ
ネス、キャッシュレス進展などに応じた
金融機能の変化は常態として認識された
と考える。

個々金融機関においても、これらの変化
に合わせて、さらに先行すべく様々な取
組みを開始している。一方、変化する金
融機関を支える管理機能（財務・リスク
管理・コンプライアンス等）は、マー

ケット・商品・顧客といった第一線との
接点機能の変化の大きさおよび速度と比
して、周回遅れあるいは手つかずの状況
と言えるだろう。

約5年前にロボティクスを活用した自動
化が脚光を浴び始めた際に、「10-20年
後に無くなる」職業・業務機能の上位
に、会計士・税理士や財務・経理機能が
挙がっていた。その後、金融機関におい
ても効率化の取組みは開始されている
が、これら管理機能で大幅な変化を達成
した金融機関はごく少数であり、多くの
金融機関が検討に着手したばかりの状況
であろう。

不確実なビジネス環境に対応できる経営
判断のスピードや現場の即応力の構築な
ど、変化への対応力を全社・全行横断で
実現するには、その枠組み構築および実
務への落し込みを司る管理機能の生まれ
変わり・再構築は不可欠である。

管理機能変革の要諦

マーケット・商品・顧客との直接接点の
乏しいこれら管理機能において、再構築
を進めるには、①第一線との協業の実
現、および、②テクノロジーの徹底活
用、が要諦と考える。

①  第一線との協業の実現

これからの管理機能には、これまでの組
織に閉じた役割から、全社・全行の方向
づけに関与することが求められる。ま
た、規制・法令に基づくルールを決めて
発信する一方通行のコミュニケ―ション
から、マーケット・商品・顧客と対面し
ている実業部門との協働や吸い上げ・還
元といった双方向の働きかけも重要な役
割となる。

弊社は2018年に11%の日本企業を含むグ
ローバル741社へのCFO・財務担当役員
へのアンケート調査を実施した（図表1）。

本調査によると、将来の財務・経理機能
の役割として、より広範なビジネス領域
での価値創出に時間を使うことや、全社
の新業務モデルの規範となるべき、との
考えを持つCFOが多数いることが伺える。

新たな役割への移行を達成するにあた
り、管理機能に従事する人材も変化が求
められる。同調査でも財務・経理機能へ
の期待として表れているとおり、これま
での定型業務は極小化し、広く全社と
マーケット・顧客接点機能との協働・働
きかけへの移行が企図されている。内外
報告資料作成やルール点検業務などの定
型作業を省力化し、計画策定・分析、あ
るいは他部署との協働・支援業務への注
力の移行である。

財務・会計、リスク管理、コンプライア
ンスといった管理機能に携わる人材は、
現在も全社を俯瞰する視点、データを扱
い客観的事実に基づく判断を促す思考を

備えている。すなわち、人材不足と言わ
れているデータ分析リソースの源泉とも
言えるのではないか。

変化の激しい経営環境において、全社俯
瞰・データに基づく客観的な判断の強み
を活かし、これまでの部門に閉じた役割
から、第一線との協業を果たす役割に変
化する。今後の管理機能への期待は高い。

② テクノロジーの徹底活用

テクノロジーの活用も新たな管理機能へ
の再構築には不可欠の要素と言える。

ロボティクス、AI、アナリティクス、ク
ラウドといった新たなテクノロジーの採
用は、第一線機能にとどまらず管理機能
も対象として開始されているが、当該管
理機能では、大きな成果を達成する、こ
れまでと違った姿になることはこれから
のステージにある。一方で、海外では、

テクノロジーを活用し大きな成果をあげ
ている金融機関も既にある。ある先進事
例を紹介する。

～グローバル金融機関の先進事例

弊社はオーストラリアの金融機関にて、
コンプライアンス機能の改革を支援して
いる。同国では過去の不祥事（金利・手
数料の過剰徴収、不正融資、金利の不正
操作、AML対応不備等）より、金融監督
当局からコンプライアンスリスク・顧客
保護の徹底が指導されてきた。そして、
経済環境見通しの不透明さや収益環境の
悪化からこれら強化策を最適コストにて
実施する必要があった。

この支援において、弊社は支店・コール
センター等、顧客接点の第一線で起こっ
ていることを全て一元データ化し、アナ
リティスク・機械学習といったテクノロ
ジーを活用することで、業務効率化のみ

ならず業務高度化、業務の定期的な見直
しを達成すべく、プロジェクトを推進し
ている（図表2）。

第一段階では、規制違反およびその発生
が懸念されるインシデント、顧客からの
意見や苦情に加えて、第一線での各種手
続きやプロセスをデータ化し、過去およ
び現在発生しているそれらの事案を全行
ベースで可視化するとともに、チェッ
ク・コントロールの不十分な箇所は強
化、コントロールが過度と判断されると
ころは軽量化することに取り組んでき
た。過去の当局指摘等から積み上げてき
たコントロールのうち、約3割を重複や
時限超過とし合理化対象とした。

第二段階では、これら状況可視化データ
に加え、顧客情報、取引履歴、業務担当
者情報を組み合わせた機械学習を通じて

今後起こりうるリスクを予測する取組み
に着手している。また、これら一元デー
タを活用し、コンプライアンス等のリス
クを低減・予防する「守り」のみなら
ず、コンプライアンスリスクを含めた多
面的な観点から貸出等を推奨できる顧客
を見出す「攻め」への活用にも着手した。

金融ビジネス変化において、テクノロ
ジーの活用は不可欠な要素であり、管理
機能においても将来の姿を見据えた徹底
活用に取り組む時期にきている。

おわりに

財務・経理、リスク管理、コンプライア
ンスといった管理機能は、マーケットや
顧客からの接点が少ないことから変化意
識の波及が遅く、大きな変革にはこれか
らのステージにある。

マーケット・商品・顧客接点のみならず
管理機能の構造を変えることも、不確実
性の増す金融業界で成長を成し遂げるに
は不可欠の要素と考える。

2020年が、管理機能も含めた全社・全
行の構造改革を加速し変化する金融業界
での成長を確たるものにする、管理機能
改革元年となることを期待したい。

ステップ1：全社・全行の情報を一元データベース化 コンプライアンス効率化・高度化取組みを推進（継続中）

（1）事案・リスク

・顕在化事象
（事故・不祥事等）

・オペリスクデータ
・苦情・内部通報

（2）業務プロセス

・業務手続き 
（チェック・コントロール）

・担当・業務量

（3）取引・顧客

・取引・残高
・顧客情報

一元化
データベース

容易なデータアクセス・
分析テクノロジーを整備

ステップ1-1
全社可視化

ステップ1-2
既存コントロール

最適化

・すべての事案・リスク、および発生箇
所を一元把握

・対策状況もワークフローを活用して見
える化

・不十分なチェック・コントロール箇所
を洗い出し、対策実施

・過度な点検箇所を軽減・省力化（重複
等約30%の合理化）

ステップ2
リスク予測

（機械学習）

・過去事案から予測されるリスク領域を
検出（追加点検対象取引、強化業務領
域の提案）

ステップ3
「攻め」への活用

・ブレーキ機能に加えてアクセル機能へ
の拡大（コンプライアンス観点も含め
た顧客分析）




